
熊本市事業承継者に対する利子補給要綱 

 

制定 平成３０年 ３月２９日市長決裁 
 

（目的） 

第１条 この要綱は、本市の中小企業の経営資源の有効活用を支援し、もって本市経済の活性化と活力の維持の

ため、本市の中小企業者から事業を承継する者（市内に住所（法人の場合は代表者の住所）を有する者に限る。

以下「事業承継者」という。）に対し、予算の範囲内で利子補給金を交付することにより、当該事業承継者の

金融経費を軽減し、経営の安定を図ることを目的とする。 

（利子補給金の交付の対象） 

第２条 利子補給金の交付の対象となる者は、市長が別に定める要件により認められた者であって、事業承継者

が受けた次の熊本市中小企業融資制度（以下「融資制度」という。）の区分に応じ、当該各号に定める者とする。

ただし、利子補給金の交付の対象となる者であっても、融資制度により融資された資金を承継する事業以外へ

使用した者及び融資制度の融資について熊本県信用保証協会により代位弁済が行われた者に対しては、交付し

ない。 

 (1) 熊本市中小企業経営向上小口資金融資制度 次に掲げる者 

  ア 後継者が不在であると市長が認める者であって、熊本市と熊本県信用保証協会との創業・事業承継に係

る連携協定に基づく支援を受け親族内承継が可能となったもので事業承継後１年以内の者 

  イ 承継される事業と同一事業を行う中小企業者であって、第三者承継により事業を承継するもので事業承

継後１年以内の者 

 (2) 熊本市創業サポート資金融資制度 次に掲げる者 

  ア 承継される事業に係る中小企業の従業員であった者で、従業員承継する者 

  イ 承継される事業と異なる事業を行う中小企業者であって、第三者承継により事業を承継するもの（多角

化による新規事業を始める場合に限る。） 

  ウ 第三者承継により事業を承継するもの（多角化による新規事業を始める場合を除く。） 

２ 前項第１号イ及び同項第２号イのいずれにも該当する者は、熊本市中小企業経営向上小口資金融資制度及び

熊本市創業サポート資金融資制度のいずれかを選択するものとし、両制度を併用することはできない。 

 （利子補給金の額） 

第３条 利子補給金の額は、借受人が取扱金融機関に１月１日から１２月３１日までの間で支払った融資制度に

よる借入金の利子（延滞利息等約定償還日を超えたことにより支払うべき利息を除く。）の計算の基礎となった

元金に対して熊本市中小企業経営向上小口資金融資制度要綱第第４条第５号及び熊本市中小企業創業サポート

資金融資制度要綱第４条第５号の規定に基づく利率の割合（融資制度の貸付利息が熊本市中小企業経営向上小

口資金融資制度要綱第第４条第５号及び熊本市中小企業創業サポート資金融資制度要綱第４条第５号の規定に

基づく利率以下の場合にあっては、当該貸付利息）で計算した金額とする。ただし、１円未満の端数が出る場

合は、これを切り捨てとする。 

 （利子補給の期間） 

第４条 利子補給期間は、借受人が取扱金融機関から融資を受けた日の属する月から３年以内とする。 

 （利子補給金の交付申請） 

第５条 借受人は、利子補給金の交付を受けようとするときは、毎年２月末日までに利子補給金交付申請書（第

１号様式）に、前年中に支払った融資制度の借入れに係る利子の額について取扱金融機関の証明する利子支払

実績証明書（第２号様式）を添えて市長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定に関わらず、融資制度の償還を全て終えた借受人が利子補給金の交付を受けようとする場合は、

その償還日から翌年２月末日までの間に利子補給金交付申請書に最終償還日の属する年に支払った融資制度の

借入れに係る利子の額について取扱金融機関の発行する利子支払実績証明書を添えて市長に提出することがで

きる。 

 （利子補給金の交付） 

第６条 市長は、前条に規定する申請書を受理し、その内容を審査の上、適当と認めたときは、利子補給金を交

付するものとする。 

 （交付金の返還等） 

第７条 市長は、利子補給金の交付を受けた借受人が次のいずれかに該当するときは、利子補給金の交付を取消



し、又は利子補給金の全部若しくは一部の返還を命ずることできる。 

(1) 虚偽の申請、その他不正な方法により利子補給金の交付を受けたとき。 

(2) 融資制度の借入金を融資の目的以外の目的に使用したとき。 

 （その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、利子補給金の交付に関し必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 



第1号様式 

 

利子補給金交付申請書 

 

平成  年  月  日 

熊 本 市 長  様 

住所 

会社名(屋号)           

代表者名                  印 

                  電話番号 

 

 事業承継者に対する利子補給要綱第３条（経営向上小口資金・創業サポート資金）の規定によ

り、融資制度資金の利子補給金を下記のとおり交付されるよう関係書類を添えて申請します。 

記 

 

１ 利子補給交付申請額                円 

  算定基礎 

  ①対象期間 平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

  ②支払利子額                  円 

  ③補給率  借入金の利子（延滞利息等約定償還日を超えたことにより支払うべき利息を

除く。）の計算の基礎となった元金に対して熊本市中小企業経営向上小口資金

融資制度要綱第第４条第５号及び熊本市中小企業創業サポート資金融資制度

要綱第４条第５号の規定に基づく利率の割合（融資制度の貸付利息が熊本市

中小企業経営向上小口資金融資制度要綱第第４条第５号及び熊本市中小企業

創業サポート資金融資制度要綱第４条第５号の規定に基づく利率以下の場合

にあっては、当該貸付利息）で計算した額。 

２ 関係書類 

  ①利子支払実績証明書 

  ②その他 



事業承継

（第２号様式）

様

所在地

金融機関
（支店名） 印

　１．借受人 住所（所在地）

氏名（法人名）

　２．融資制度名

　３．借入金額 千円（年利　　　　　％）

　４．借入期間 か月（うち据置　　　　か月）

平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

　５．証明期間 平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

　６．支払利子額 円

（内訳） （単位：円）

借入残高 償還額 償還日 日数 約定利息額 備考（延滞利息）

計

　＊延滞利息がある場合は、約定利息額とは別に備考欄にご記入ください。

平成　　　年　　　月　　　日

利子支払実績証明書

記

　　事業承継者に対する利子補給要綱に基づき借入金の支払利子について下記のとおり証明します。


